
定住自立圏構想とその背景について 

資料２ 

くらしの中に 

平成２８年１月２２日 



自治体病院の廃止・縮小 
市町村営バスの縮小 等 

人口減少 

少子高齢化 

総人口      →約１３％減少見込み 
年少人口   →約４０％減少見込み 
高齢者人口→約４５％増加見込み 

全国（2005年→2035年） 

人口減 

約6,358万人 約5,180万人 

地方圏（2005年→2035年） 

＋487万人 ▲1,178万人 

1975年 2005年 2035年 

約２割の人口減 

このような人口減少の進行の中、地方では・・・ 

約5,871万人 

地域経済の冷え込
み、人口流出 

・・・ 

税収減 

税収減 財政悪化 

財政悪化 

地方圏は中長期的に負のスパイラルに落
ち込む危機 

緊縮財政 
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定住自立圏構想の背景 定住自立圏構想研究会資料 
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(過疎) 5,915人 

(過疎) 5,447人 

(過疎) 10,054人 

(過疎) 6,671人 

(過疎) 10,761人 

(過疎) 4,226人 

6,949人 

40,717人 

商 圏・医療圏 

※ 出典：山形県市町村合併推進構想（平成１８年３月） 
※ 人口は平成17年国勢調査による。 
※ 過疎地域は平成19年4月1日時点。 

○ 買物、通院、通勤、通学等は市町村の区域内で完結しておらず、中心的な地域との結
びつきが見られる。 

○ 上記の「中心的な地域との結びつき」は、買物、通院、通勤、通学の全てが一致してい
るとは限らない。 

山形県の例 大分県の例 

商 圏 医療圏 

※ 出典：大分県市町村合併推進要綱（平成１２年１２月） 
※ 人口は黒字は平成12年国勢調査、赤字は平成17年国勢調査による。 
※ 過疎地域は平成19年4月1日時点。 

30％以上 

10％以上30％未満 

50％以上 
30％以上50％未満 
10％以上30％未満 

62,507人 

67,083人 

1,308人 

3,910人 
1,646人 

1,338人 

6,660人 

5,459人 

3,452人 

11,108人 

18,276人 

3,910人 

5,713人 

商圏・医療圏 定住自立圏構想研究会資料 
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通勤圏・通学圏 

山形県の例 大分県の例 

(過疎) 5,915人 

(過疎) 5,447人 

(過疎) 10,054人 

(過疎) 6,671人 

(過疎) 10,761人 

(過疎) 4,226人 

6,949人 

40,717人 

※ 出典：山形県市町村合併推進構想（平成１８年３月） 
※ 人口は平成17年国勢調査による。 
※ 過疎地域は平成19年4月1日時点。 

通勤圏 通学圏 

※ 出典：大分県市町村合併推進要綱（平成１２年１２月） 
※ 人口は平成12年国勢調査による。 
※ 過疎地域は平成19年4月1日時点。 

50％以上 
30％以上50％未満 
20％以上30％未満 
10％以上20％未満 

30％以上 
20％以上30％未満 
10％以上19％未満 
  5％以上10％未満 

62,507人 

67,083人 

1,308人 

3,910人 
1,646人 

1,338人 

6,660人 

5,459人 

3,452人 

11,108人 

18,276人 

3,910人 

5,713人 

通勤圏・通学圏 定住自立圏構想研究会資料 
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「日本２１世紀ビジョン」に関する専門調査会、第8回生活・地域WG インターネット調査（H16.11.18） 

○地域が生き残るために大切な要素として、「医療・福祉サービス」（71.1%）、「就業の場」（68.0%)、「豊かな
自然環境」（62.1%)、「整備された都市環境」（58.9%）が高い割合を占める。 

（注） 
・データは全国18歳以上50歳未満の男
女6,000人にアンケート調査を実施したも
の。（有効回収数3,329人） 
・左記の調査結果は、９つの選択肢を示
し、地域が生き残るためにどのような要
素が大切であると考えるかという質問に
おいて複数回答可として回答されたもの。 

地域が生き残るために必要な要素 定住自立圏構想研究会資料 
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＜２０歳＞ ＜４０歳＞ ＜６０歳＞ 

○地元に残りたいのに出て行
かざるを得ない層に、地元に
残る選択肢を与える。 

 
 
○雇用の場 
○就学の場 
○子供を産み育てる環境 
○公共交通機関 
○消費機会・娯楽の場 

 
○U・Iターン者の雇用の場 
○U・Iターン者の住宅 
○消費機会・娯楽の場 
○親の介護に必要な環境 
○子どもの教育の場 

○子どもの独立や親の介護
に伴うUターン者の移住。 
○地方の生活に魅力を感じて
いるIターン者の移住。 

 
 
 
○医療福祉環境 
○徒歩圏内で必要な日常生活 
 に必要なものを満たせる場 
○地域内交通 
○今までの経験を活かせる 
 社会貢献の場 
  

○希望する人が生き甲斐を持って
可能な限り住み続けられる環境の
整備。 
○第2の人生における新たな可能
性を育める環境。 

必要な機能 必要な機能 必要な機能 

 
 
○豊かな自然環境 ○地域コミュニティ ○安全・安心な食料の生産 ○地域固有の歴史・文化 

各世代に共通した必要な機能 

年代毎に見た定住のために必要な機能 定住自立圏構想研究会資料 
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医療・福祉 教育 消費・金融 情報・娯楽・文化・
スポーツ 交通・生活基盤 

 
 
目指すべき
都市機能 

・救命救急セン
ター 
・高度医療（脳疾
患・心臓疾患）対
応病院 
・２４時間対応小
児科専門病院 
・一般病院 
・救急告示病院 
・老人ホーム 
・保育所 
・放課後児童クラ
ブ 
・児童相談所 

・大学 
・各種専門学校 
・大手予備校 
・幼稚園 
・高校 
・学習塾 
・英会話学校 

・百貨店 
・大型書店 
・ショッピングセン
ター 
・遊興飲食店 
・銀行 
・商店街 
・ホームセンター 
・家電量販店 
・大型スーパー 
・消費者生活セン
ター 
 

・美術館・博物館 
・図書館 
・文化ホール 
・映画館 
・都市公園 
・フィットネスクラ
ブ 
・カルチャーセン
ター 
・旅館・ホテル 
・光インターネット
基盤 
・都市型CATV 

・新幹線駅 
・鉄道ターミナル駅 
・バスターミナル 
・空港アクセスバ
ス 
・高速バス発着駅 
・高速道路のIC 

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 
・ 

・ 
・ 
・ 
・ 
・ 

目指すべき都市機能のイメージ 定住自立圏構想研究会資料 
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分 野 都 市 機 能 施設等の数 １施設当たり人
口概数※ 

医療・ 
福祉 

救急救命センター ２０５ ６２３，０００ 

一般病院 ７，８７０ １６，０００ 

救急告示病院 ４，１０４ ３１，０００ 

老人ホーム ９，２２６ １４，０００ 

保育所 ２９，２１１ ４，０００ 

教育 大学 ７５６ １６９，０００ 

各種専門学校 ４，９６５ ２６，０００ 

幼稚園 １３，４６７ ９，０００ 

高校 ５，３１３ ２４，０００ 

学習塾 ５１，６２５ ２，０００ 

英会話学校 ８，２６２ １５，０００ 

消費・ 
金融 

百貨店 ３３６ ３８０，０００ 

ショッピングセンター ４９６ ２５８，０００ 

遊興飲食店 ３０８，８４８ ４００ 

銀行 １４，５５４ ９，０００ 

ホームセンター ２，３２９ ５５，０００ 

大型スーパー ８，６４４ １５，０００ 

分 野 都 市 機 能 施設等の数 １施設当たり人
口概数※ 

情報・ 
娯楽・ 
文化・ 
スポーツ 

美術館・博物館 ４，９６８ ２６，０００ 

図書館 ３，３５２ ３８，０００ 

映画館 ６９９ １８３，０００ 

都市公園 ９３，２２７ １，０００ 

フィットネスクラブ ２，０２０ ６３，０００ 

カルチャー教室 ９１，８９３ １，０００ 

旅館・ホテル ５０，４１７ ３，０００ 

交通・ 
生活基盤 

新幹線駅 ４０ ３，１９４，０００ 

高速道路のＩＣ １，４４７ ８８，０００ 

※日本の全人口を施設等の数で除した場合の平均の１
施設当たり人口概数 

必要な都市機能の人口当たりの現況 定住自立圏構想研究会資料 
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必要な都市機能の人口当たりの現況（図） 定住自立圏構想研究会資料 
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広域行政圏域 

昼夜間人口比率１以上
（平成17年国調） 

★ 

人口５万人以上で、昼夜間人口比率１以上の市 

人口５万人以上で、昼夜間人口比率１以下の市 

人口５万人以下で、昼夜間人口比率１以上の市 

その他の市 

町村 

山形県における市町村の現況 定住自立圏構想研究会資料 
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定住自立圏構想の取組経緯 

◎定住自立圏構想研究会報告書 （平成２０年５月）                      

◎総務省の取組 

 ○ 総務省「地域力創造本部～定住自立圏構想推進のために」を設置 

                          （平成２０年７月４日） 
 ○ 研究会に引き続き、「定住自立圏構想の推進に関する懇談会」（座長：佐々木毅  
  学習院大学教授）を開催 
  ・ 研究会構成員であった有識者に加えて、関係各省（厚労省、農水省、国交省、経産省）も参加 

 ○ 先行実施団体の募集 ⇒ 中心市２４市（２２圏域）などを決定 

 ○「定住自立圏構想推進要綱」（総務事務次官通知）を地方自治体宛に通知 

   総務省による財政措置の概要を公表（平成２０年１２月２６日） 

 ○ 定住自立圏構想の推進に向けた関係各省による支援策及び地方財政措置について、地方 

  自治体宛に通知（平成２１年４月１日） 

◎平成２１年４月から要綱を施行し、全国展開へ 
 ○１２６市が中心市宣言を実施 
 ○１０２の定住自立圏が成立（延べ４６６市町村※近隣市町村の重複含む） 

 ○９４圏域が共生ビジョンを策定 

平成２８年１月１８日時点 

10 



分権型社会にふさわしい 
社会空間の形成 

ライフステージに応じた 
多様な選択肢の提供 

定住自立圏構想 

○安心して暮らせる地域 
 
○中心市と近隣市町村が連携・
役割分担 
 
○生活に必要な都市機能（民間 
  機能・行政機能）を確保 

11 

東京圏への人口流出防止 
地方圏への人の流れの創出 

定住自立圏構想のポイント 



① 圏域全体の経済成長のけん引 

② 高次の都市機能の集積・強化 

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

連携協約の導入 

平成26年度・平成27年度は、連携中枢都市圏の形成を推進

するため、国費により支援（21事業） 

平成28年度の政府予算案にも１．３億円を計上し、引き続き

連携中枢都市圏の形成を促進 

平成27年度から 地方交付税措置を講じて全国展開を図る 

 

  全国的に進んでいる医療・

福祉、公共交通など生活基

盤の確保に向けた取組や、

ニーズが高まっている産業振

興、移住・交流など圏域の活

性化に向けた取組を支援。 

  地域産業の振興と日常生活

機能の確保の取組をハード・

ソフト両面から支援し、定住環

境を整備。 
  集落の組織力を高めるため、

地域おこし協力隊や集落支援

員などを拡充。 

意義 

役割 

実現手法 

連携中枢都市圏の形成 

「一定の圏域人口を有し活力ある 
社会経済を維持するための拠点」を築く 

目指す方向性 

具体的な支援 

「小さな拠点」の形成
により「集落生活圏」を
維持 

地方圏の人口流出を 
食い止める 
「ダム機能」の確保 

※中心市宣言団体数：126市 
※協定締結等圏域数：102圏域 

（H28.1.18現在） 

目指す方向性 

具体的な支援 

過疎集落等の維持･活性化 
定住自立圏構想の推進 

新たな「圏域」づくり 

  持続可能な集落活性化のた

め、基幹集落中心に「集落

ネットワーク圏」（小さな拠点）

を形成。  

※「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中で、 「地方中枢拠点都市圏」を含む複数の都市圏 
 概念が「連携中枢都市圏」に統一された。 

 

※ 平成27年度にこれまでの取組成果に 
 ついて検証を行い、その検証結果も踏まえ、 
 今後、取組に対する支援策を検討すること 
 としている。 

  中心市（人口５万人程度以上）

と近隣市町村が連携し、地方

圏における「定住の受け皿」

を形成。 

 

集落生活圏の維持 広域圏域の形成 

※「集落生活圏」･･･自然的社会的諸条件か
らみて一体的な日常生活圏を構成してい
ると認められる集落及びその周辺の農用
地等を含む一連の地域（地域再生法）。 

※連携中枢都市宣言団体数：12市 
※連携協約締結等圏域数：    4圏域 
             （H27.12.24現在） 

  地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心

都市（人口20万人以上）が近隣市町村と連携して「連携中枢

都市圏」を形成。 
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  中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として必要な生活機能等を確保する
「定住自立圏構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成する。 

【圏域に求められる役割】 

 ①生活機能の強化（休日夜間診療所の運営、病児・病後児保育の実施、消費生活法律相談の実施、地場産業の育成 等） 
 ②結びつきやネットワークの強化（デマンドバスの運行、滞在型・体験型観光・グリーンツーリズムの推進、生活道路の整備 等） 
 ③圏域マネジメント能力の強化（合同研修の実施や職員の人事交流、外部専門家の招へい 等） 

 定住自立圏構想の意義 

「定住自立圏構想」の推進 

協定締結等圏域数 

（市町村・圏域数） 

定住自立圏構想への取組状況 

 宣言中心市数 

協定締結等市町村数 
延べ466市町村 
（H28.1.18時点） 

ビジョン策定圏域数 

 定住自立圏に取り組む市町村に対する支援 

  

 各省による支援策 

特別交付税 

・地域公共交通の確保や教育環境の整備支援など、定住自立圏構想 

  推進のための関係各省による事業の優先採択 

・包括的財政措置（平成26年度から大幅に拡充） 
 （中心市 4,000万円程度→8,500万円程度） 
 （近隣市町村 1,000万円→1,500万円）   

・外部人材の活用に要する経費に対する財政措置 

・地域医療の確保に要する経費に対する財政措置    等 

※日付の記載が無い場合は４月１日時点の数値 

 圏域形成に向けた手続 

中心市 
②定住自立圏形成協定の締結 
中心市と近隣市町村が１対１で、 

議会の議決を経て締結 

①中心市宣言 

③定住自立圏共生ビジョンの策定 
圏域の将来像や推進する具体的取組を記載 

近隣市町村 

○人口５万人程度以上 
○昼夜間人口比率１以上 
○原則３大都市圏外   等 

 地方債 

・地域活性化事業債を充当 （充当率90％、交付税算入率30％） 

KPI： 2020年 140圏域（H28.1.18現在 102圏域） 
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①人     口：５万人程度以上（少なくとも４万人超） 

②昼夜間人口比率：１以上（合併市の場合は、人口最大の旧市の値が１以上も対象とする。） 

③地     域：・三大都市圏の都府県 (＊)の区域外の市 

         ・三大都市圏の都府県 (＊)の区域内では、通勤通学者のうち、特別区又 

          は指定都市に通勤通学する者の割合が、１割未満の市 

          ＊埼玉､千葉､東京､神奈川､岐阜､愛知､三重､京都､大阪､兵庫､奈良 

 地域全体における生活機能を確保し、魅力を向上させる上で、近隣市町村の意向に配慮しつつ、中心

的な役割を担う意思を明示するため、「中心市宣言書」を作成し、公表する。 

 ① 地域全体のマネジメント等において、中心的な役割を担うとともに、積極的に各種サービス 

  を提供していく意思 

 ② 行政・民間分野に係る都市機能の集積状況 

 ③ 近隣市町村と連携することを想定する取組 等を中心市宣言書に記載 

   公表後、関係都道府県及び総務省に中心市宣言書の写しを送付｡ 

   総務省は速やかに関係府省に写しを送付｡ 

中心市の要件 

中心市宣言 

 中心市は、生活に必要な都市機能について一定の集積があり、近隣市町村の住民もその機能を活用し
ているような、都市機能がスピルオーバーしている都市であることが必要。 
 このような観点から、中心市は下記の要件を満たす市とする。また、近隣市町村の意向に配慮しつつ、
あらかじめ、地域全体のマネジメント等において中心的な役割を担う意思を「宣言」することとする。 
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中心市について 



 人口定住のために必要な生活機能の確保に向けて、中心市宣言を行った中心市と近隣市町

村が１対１で、「生活機能の強化」､「結びつきやネットワークの強化」､「圏域マネジメン

ト能力の強化」の観点から連携する取組について、関係市町村の議会の議決を経て定める協

定。 

中心市と協定を締結する近隣市町村 

 中心市と近接し、経済、社会、文化又は住民生活等において密接な関係を有する市町村。 
 ※通勤通学10％圏等の要素も考慮して、関係市町村において判断。 

協定の期間・廃止 

 協定の期間は、連携を安定的に維持・拡大していく観点から、原則として、定めのないものとす
る。 
 ただし、一方の市町村から、議会の議決を経て協定の廃止を求める旨の通告があった場合は、一
定期間の経過後に廃止。（この一定期間は、原則として２年間とし、あらかじめ当該協定に規
定。） 

協定の締結に係る留意事項及び協定の公表・送付 

・中心市が属する都道府県と異なる都道府県に属する近隣市町村とも締結できる 等。 
・協定の締結後、直ちに公表し、関係都道府県及び総務省に協定の写しを送付。 
 総務省は速やかに関係府省に写しを送付｡ 

15 

定住自立圏形成協定について 



 定住自立圏全体の活性化を通じて人口の定住を図るという観点から、様々な政策分野にお

いて具体的に連携を図っていくことを、協定に規定する。 

 その上で、特に連携する具体的事項については、地域の実情に応じて柔軟に定めうるが、

「集約とネットワーク」の考え方を基本として人口定住を図るために必要な生活機能を確保

するという観点から、定住自立圏構想の３つの視点ごとに、各地域の具体的な取組を１つ以

上規定する。 

協定で規定する取組 

 
 
 
a 医療 
  
b 福祉 
 
c 教育 
 
d 土地利用 
 
e 産業振興 

 

 
 
 

a 地域公共交通 
b ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞの解消  
 へ向けたICTｲﾝﾌﾗの整備 
c 道路等の交通ｲﾝﾌﾗの整備 
d 地域の生産者・消費者等 
 の連携による地産地消 
e 地域内外の住民との交 
 流・移住促進 
f 上記のほか、結びつきや 
 ﾈｯﾄﾜｰｸの強化に係る取組 

 
 
 

a 中心市等における人材  
 の育成 
b 中心市等における外部 
 からの行政及び民間人 
 材の確保 
c 圏域内市町村の職員等 
 の交流 
d 上記のほか、圏域ﾏﾈｼﾞﾒ 
 ﾝﾄ能力の強化に係る取 
 組 

 

生活機能の強化 結びつきや 
ﾈｯﾄﾜｰｸの強化 

圏域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 
能力の強化 
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 中心市は、定住自立圏形成協定の締結により形成された定住自立圏全体を対象として、当該定
住自立圏の将来像や、定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組を記載した「定住自立圏
共生ビジョン」を策定し、公表する。 

ビジョンに記載する主要事項及び期間 

① 定住自立圏の将来像 

   当該定住自立圏における都市機能の集積状況等を示すとともに、定住自立圏全体で人口定 

  住のために必要な生活機能を確保するため、自立のための経済基盤を培い、地域の活性化を 

  図るという観点から、当該定住自立圏の将来像を提示。 

② 定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組 

   将来像の実現に向けて、協定に基づき、関係市町村が連携して推進する取組を記載。（取 

  組内容､スケジュール､関係する市町村､根拠となる協定 等。） 

③ ビジョンの期間 

   期間は、おおむね５年間とし、毎年度所要の変更を行う。 

策定手続き等 

① 関係者の意見を幅広く反映させるため､定住自立圏の取組に応じて､以下のような民間や地域 

 の関係者を構成員とし､中心市が開催する「圏域共生ビジョン懇談会」における検討を経る。 

 ・医療・福祉・教育・産業振興・地域公共交通等各分野の代表者 

 ・大規模集客施設、病院等都市集積が生じている施設等の関係者 等 

② ①における検討を経て、各近隣市町村と当該市町村に関連する部分について協議。 

③ 策定後、公表。中心市は近隣市町村、関係都道府県及び総務省にビジョンの写しを送付。 
  総務省は速やかに関係府省に写しを送付｡ 17 

定住自立圏共生ビジョンについて 



 隣接する２つの市（それぞれ昼夜間人口

比率要件及び地域要件を満たすもの）の人

口の合計が４万人を超えるときは、２つの

市を合わせて１つの中心市とみなすことが

できる。 

 この場合、全ての行為は２つの市が共同

して連名で行う。例えば、中心市宣言や近

隣市町村との定住自立圏形成協定の締結等

を２つの市の連名で行う。 

 

複眼型中心市 

 中心市のうち、広域的な合併を行った合併

市であって、人口最大の旧市の昼夜間人口比

率が１以上のもの（合併後10年未満に限る※）は、合

併１市で定住自立圏を形成することができる。 

 この場合、定住自立圏形成協定に代えて、

人口最大の旧市を中心地域、他の旧市町村を

近隣地域とした「定住自立圏形成方針」を議

会の議決を経て、策定できる。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

合併１市圏域 

複眼型中心市 
圏域内に中心市に該当する２つの市が存在 

 

合併１市圏域 
 １つの合併市で１圏域を形成 

 

※合併後10年を経過した団体についても、平成27年9月30日まで（東日本大震災の特定被災 

 地方公共団体については、当分の間）中心市宣言できる経過期間を設けている。 
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合併１市圏域、複眼型中心市について 



○中心市のうち、下記３つのパターンのいずれかに該当するものは、「広域的な合併を経たもの」と 
  して｢合併１市圏域」を形成することができる。 

パターン３ 

定住自立圏形成協定を締結した中心市及びその近隣市町
村のすべてを含む合併をした市で、当該中心市の人口が合
併関係市のうち最大のもの。 協定 合併市 

合併 

パターン２ 次のＡ及びＢを満たすもの。 
Ａ ①又は②のいずれかを満たすこと 
    ①人口１０万人以上 
    ②合併関係市町村数５以上 

Ｂ 人口最大の旧市の通勤通学１０％圏内にあった 
  他の旧市町村のうち、７割以上（市町村数又は 
  人口のいずれか）が現在の中心市に含まれていること。 

10%圏域 

合併 

合併市 

  合併の結果、通勤通学１０％圏内の市町村 
  が存しなくなったもの。 

パターン１ 

合併 

10%圏域 合併市 

■平成１１年度以降に合併をした市（合併後10年未満に限る※）で、人口最大の旧市の昼夜間人口比率が 
   １ 以上のもののうち 

７割以上 

※合併後10年を経過した団体についても、平成27年9月30日まで（東日本大震災の特定被災地方公共団体については、当分の間）中心市宣言できる 
   経過期間を設けている。 
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合併１市圏域の要件 



 
 多自然地域（国立･国定公園に属するか、林野率80％以上）に
ある人口4万人未満の市町村（中心市の10％通勤通学圏は除く）
で、次のいずれかに該当すること。 
(1) 昼夜間人口比率が1以上で、居住拠点都市からの 
     通勤通学者の占める割合が10％以上 
(2)  昼夜間人口比率が0.9以上で、居住拠点都市からの 
     通勤通学者の占める割合が20％以上 

 
 中心市に該当しない市のうち、人口4万人以上でＤＩＤが存在す
る市又はＤＩＤ人口1万人以上の市で、周辺に後背地の要件を満
たす市町村が存在すること。 

 

  

 基本的考え方 
多自然拠点都市について 

  

 定住自立圏構想では、中心市のオフィスや工場などに周辺市町村から通勤することを想定し、人口４万人超・昼夜
間人口比率１以上といった中心市要件が定められている。一方、国立公園や国定公園などの豊かな自然を有する
地域（多自然地域）に通勤する住民が多いことから、昼夜間人口比率が１未満となるなどして、中心市要件を満たさ
ない都市も少なくない。 
 このような多自然地域を後背地に持つ居住拠点都市は、一定の都市機能を担い、豊かな地域資源を活かした雇
用を創出する多自然地域を支える拠点的な都市としての機能を発揮しており、居住拠点都市を中心とする生活経済
圏域について、定住自立圏の一類型として振興策を講じることとする。 

多自然居住拠点都市の要件に該当する都市 

 
        
      
        
      
        

多自然居住拠点都市の要件 

北見市（北海道） 小浜市（福井県） 

富良野市（北海道） 御殿場市（静岡県） 

伊達市（北海道） 富士吉田市（山梨県） 

日光市（栃木県） 新城市（愛知県） 

那須塩原市（栃木県） 新宮市（和歌山県） 

沼田市（群馬県） 人吉市（熊本県） 

青梅市（東京都） うるま市（沖縄県） 

後背地市町村の要件 
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南相馬市  
★ 

★ 
★ 

美濃加茂市 
★ 

★彦根市 

松江市・米子市 
★★ 

★ 
下関市 高松市 

★ 
★ 

延岡市 
★ 

★日向市 
★ 

★ 
   ★ 
 鹿屋市 

長岡市★ 

由利本荘市★ 

 ★ 
倉吉市 

               
★ 

★ 

伊万里市 
       ★ 

★西尾市 

大牟田市 

★ 

★ 
 

八女市 

★ 

唐津市 

小樽市★ 

★ 

★ 
高知市 

久留米市 

● ★ 
今治市 

釧路市★ 
室蘭市★ 

★ 

★旭川市 

備前市★ ★西脇市 

観音寺市 

◆石巻市 

   浜田市 
    ★ 

★稚内市 

★阿南市 

★ 

★ 

出雲市 

★旭市 

★ 
五島市 

★宮古島市 

★ 

刈谷市 

★ 

益田市 

★ 山口市 

★網走市 

★ 

いなべ市 

★帯広市 

★ 

上田市★ 

薩摩川内市 

天草市 

★ 

★ 

萩市 
鳥取市 

★豊岡市 

★名寄市 
★士別市 

糸魚川市★ 

★ 

丸亀市 

佐久市★ 

★徳島市 

松阪市 

弘前市★ 

★ 

長崎市 

小林市 

★ 

鶴岡市★ 

★三沢市 
★八戸市 

★ 

十和田市 

★ 
★中野市 

★ 
長門市 

★ 

伊勢市 

★ 

★函館市 

滝川市★ 
砂川市★ 

★※富良野市 

★一関市 

★※那須塩原市 

★湖西市 
★洲本市 

★大田原市 

燕市★ 

    定住自立圏構想の取組状況（平成２８年１月１８日現在） 

酒田市★ 

★※ 

人吉市 

★ 

 本庄市 
伊勢崎市 

佐野市 

★苫小牧市 

★白河市 
 

★ 

八代市 

● 

天理市 

★◆ ★ 

山鹿市 

都城市 

菊池市 

秩父市 

飯田市 

★ 
北杜市 

村上市★ 

東近江市 

◆ 

大崎市 

★ 新庄市 

◆ ★中津市 

★★ 
  宿毛市・四万十市 

日田市 

栃木市 

★ 
★ 

加東市・加西市 

長浜市 

● 

伊賀市 

小山市 ● 
◆ 
伊那市 ● 

庄原市 ◆ 
 

◆ 
 

★ むつ市 

● 
水戸市 

● 

玉名市 

横手市 
湯沢市 

★北上市 
 ★ 奥州市 

能代市◆ 
大館市 

● 
 

大仙市 

山形市 
● 
 

新発田市 

● 
 

たつの市 

● 
 

三原市 

● 

南さつま市 

飯山市 

● 

南魚沼市 

● 

指宿市 

喜多方市 ● 
 

五所川原市● 

＜中心市宣言済み市…126市＞ 
★･･･定住自立圏共生ビジョン 
   策定済みの圏域数（102市・94圏域） 
◆･･･定住自立圏形成協定締結 
   又は定住自立圏形成方針 
     策定まで終えた市(8市・8圏域) 
●･･･中心市宣言のみ実施済み 
   の市（16市）   
  （※は多自然居住拠点都市）        

定住自立圏圏域数(★及び◆)…102圏域(延べ466市町村) 
うち 県境型圏域：10圏域 
  （十和田市・三沢市、大田原市、上田市、 
   鳥取市、松江市・米子市、備前市、大牟田市、 
   中津市、都城市、北杜市を中心市とする圏域）   
   複眼型中心市圏域：8圏域 
  （名寄市・士別市、十和田市・三沢市、 
   中野市・飯山市、松江市・米子市、 
   四万十市・宿毛市、滝川市・砂川市 
   北上市・奥州市、加東市・加西市 
   を中心市とする圏域） 
   合併１市圏域：27圏域 
  （大館市、由利本荘市、横手市、伊勢崎市、佐野市、 
   旭市、糸魚川市、湖西市、西尾市、長浜市、出雲市、  
      浜田市、山口市、下関市、長門市、今治市、八女市、 
      唐津市、五島市、山鹿市、天草市、薩摩川内市、 
      宮古島市、栃木市、日田市、東近江市、菊池市） 21 



   都道府県 宣言中心市 中心市要件を満たす市（左記を除く） 

北海道 
小樽市、旭川市、室蘭市、釧路市、網走市、稚内市、
帯広市、富良野市、函館市、名寄市・士別市（複眼型）、
滝川市・砂川市（複眼型）、苫小牧市 

札幌市、千歳市、石狩市、北見市、 
伊達市 （※近隣市町村として取組済み） 

青森県 八戸市、弘前市、十和田市・三沢市（複眼型）、むつ市、
五所川原市 青森市 

岩手県 北上市・奥州市（複眼型）、一関市 盛岡市、宮古市、大船渡市、釜石市 

宮城県 石巻市、大崎市 仙台市、気仙沼市 

秋田県 能代市、横手市、大館市、湯沢市、由利本荘市、 
大仙市 秋田市 

山形県 山形市、鶴岡市、酒田市、新庄市 米沢市、東根市 

福島県 南相馬市、白河市、喜多方市 福島市、会津若松市、郡山市、いわき市、 
 

茨城県 水戸市 日立市、土浦市、常総市、つくば市、鹿嶋市、 
筑西市、神栖市 

栃木県 大田原市、那須塩原市、佐野市、栃木市、小山市 宇都宮市、真岡市、日光市 

群馬県 伊勢崎市 前橋市、高崎市、太田市、渋川市、富岡市、 
沼田市 

埼玉県 秩父市、本庄市 ― 

千葉県 旭市 館山市 

東京都 青梅市 

神奈川県 （※中心市要件該当団体なし） 

新潟県 長岡市、新発田市、糸魚川市、村上市、燕市、 
南魚沼市 

新潟市、三条市、柏崎市、十日町市、上越市、 
佐渡市 

富山県 富山市、高岡市、魚津市、黒部市 

石川県 金沢市、七尾市、小松市 

福井県 福井市、敦賀市、越前市、小浜市 

山梨県 北杜市 甲府市、富士吉田市 

長野県 飯田市、上田市、佐久市、中野市・飯山市（複眼型）、
伊那市 長野市、松本市、諏訪市 

岐阜県 美濃加茂市 岐阜市、大垣市、高山市、関市 

静岡県 湖西市 静岡市、沼津市、富士市、磐田市、 
裾野市、牧之原市、掛川市、御殿場市 

愛知県 刈谷市、西尾市 豊田市、安城市、田原市、新城市 

三重県 松阪市、いなべ市、伊勢市、伊賀市 津市、四日市市、亀山市 

    都道府県 宣言中心市 中心市要件を満たす市（左記を除く） 

滋賀県 彦根市、長浜市、東近江市 草津市、栗東市 

京都府 福知山市 

大阪府 （※中心市要件該当団体なし） 

兵庫県 西脇市、豊岡市、洲本市、加西市・加東市（複眼型）、 
たつの市 姫路市 

奈良県 天理市 

和歌山県 和歌山市、田辺市、新宮市 

鳥取県 鳥取市、米子市、倉吉市 ― 

島根県 松江市、浜田市、出雲市、益田市 

岡山県 備前市 岡山市、津山市 

広島県 三原市、庄原市 広島市、福山市、府中市、三次市 

山口県 下関市、山口市、萩市、長門市 宇部市、下松市、岩国市、周南市 

徳島県 徳島市、阿南市 ― 

香川県 高松市、丸亀市、観音寺市 坂出市 

愛媛県 今治市 松山市、宇和島市、新居浜市、大洲市、 
四国中央市 

高知県 高知市、四万十市・宿毛市(複眼型) 南国市 （※近隣市町村として取組済み） 

福岡県 大牟田市、久留米市、八女市 北九州市、福岡市、直方市、飯塚市、田川市、 
朝倉市 

佐賀県 唐津市、伊万里市 佐賀市、鳥栖市、武雄市 

長崎県 長崎市、五島市 佐世保市、島原市、諫早市 

熊本県 山鹿市、天草市、人吉市、八代市、菊池市、 
玉名市 熊本市 

大分県 中津市、日田市 大分市 

宮崎県 都城市、延岡市、日向市、小林市 宮崎市、日南市 

鹿児島県 鹿屋市、薩摩川内市、南さつま市、指宿市 鹿児島市、出水市、霧島市、奄美市 

沖縄県 宮古島市 那覇市、浦添市、名護市、うるま市 

合計 １２６ １２６ 

    定住自立圏構想の取組状況（平成２８年１月１８日現在） 

○ 定住自立圏は１２６市が中心市宣言済み。 
○ １０２圏域（延べ４６６市町村）で定住自立圏形成協定締結又は定住自立圏形成方針策定済み。 
○ ９４圏域が定住自立圏共生ビジョン策定済み。 

※赤枠（実線）は宣言連携中枢都市 
※赤枠（点線）は連携中枢都市の要件に該当する団体 
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 定住自立圏の取組規模 

○中心市平均人口  11.9万人  （最大 41.9万人、 最小 3.8万人） 
                                    （高松市）          （備前市） 
                                     ※ 複眼型中心市については、２市の人口の合計で計上。 

                                     ※ 多自然居住拠点都市を除く。 

○圏域平均人口   17.6万人  （最大 59.4万人、 最小 3.8万人） 
                                   （瀬戸・高松圏域（高松市）） （長門市圏域（合併１市））                                      
                                                    

○平均近隣市町村数  ４．８  （最大 18、       最小 １） 
                                     （十勝圏域（帯広市））    （１０圏域存在） 
                   ※ 合併１市については、近隣地域（旧市町村）数。 

○圏域平均面積    1,353㎢  （最大 10,832㎢、 最小 87㎢） 
                                   （十勝圏域（帯広市））   （湖西市圏域（合併１市））  

 ○取組規模 

 

【参考】連携中枢都市圏の取組規模 

○連携中枢都市平均人口 46.8万人  （最大  53.6万人、最小 40.1万人） 
                                    （姫路市）       （宮崎市）  

○圏域平均人口        84.1万人  （最大 127.7万人、最小 42.9万人） 
                                    （播磨圏域（姫路市）） （みやざき圏域（宮崎市））  

○平均近隣市町村数      ８      （最大   14、     最小 ２） 
                      （播磨圏域（姫路市）） （みやざき圏域（宮崎市）） 

○圏域平均面積        2,129㎢   （最大  2,673㎢、 最小 871㎢） 
                      （播磨圏域（姫路市）） （みやざき圏域（宮崎市）） 
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※各団体の協定書から総務省作成。全体整理の観点から取組を分類したため、各団体による協定書の分類の合計とは必ずしも一致しない。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 定住自立圏における取組例  

 
 

市町村間の役割分担による生活機能の強化 

医師派遣、適正受診の啓発、 
休日夜間診療所の運営等 

福 祉 介護、高齢者福祉、子育て、 
障がい者等の支援 

教 育 図書館ネットワーク構築、文化・スポーツ
交流、公共施設相互利用等 

産業振興 

環 境 

市町村間の結びつきやネットワークの強化 

地域公共交通 

ＩＣＴインフラ整備・利活用 

交通インフラ整備 

地産地消 

合同研修・人事交流 外部専門家の招へい 

広域観光ルートの設定、 
農産物のブランド化、企業誘致等 

低炭素社会形成促進、 
バイオマスの利活用等 

地域公共交通のネットワーク化、
バス路線の維持等 

生活道路の整備等 

学校給食への地元特産物の活用、
直売所の整備等 

共同空き家バンク、圏域内イベント
情報の共有と参加促進等 

メール配信による圏域情報の共有等 

医 療 

圏域マネジメント能力の強化 

交流移住 

９８圏域 

７９圏域 

８２圏域 

９８圏域 

４６圏域 

９８圏域 

４２圏域 

６５圏域 

４５圏域 

７７圏域 

８７圏域 ３６圏域 
医療、観光、ＩＣＴ等の 
専門家を活用 

合同研修の開催や 
職員の人事交流等 

 ○政策分野別取組状況 
定住自立圏１０２圏域（平成２８年１月１８日時点）における主な取組例と圏域数 
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先行実施団体における人口の社会動態について 

 先行実施圏域（21圏域）について、圏域人口の社会動態 を定住自立圏の取り組み前後で比較 

1. 対象圏域 

 定住自立圏構想に先行的に実施した２１圏域 

八戸圏域、由利本荘市、長岡地域、ちちぶ、南信州、みのかも、湖東、鳥取県中部、 
中海圏域、東備西播、瀬戸・高松広域、下関市、幡多地域、久留米広域、八女市、 
九州周防灘地域、宮崎県北、日向圏域、都城広域、薩摩川内市、大隅 

2. 対象期間 

・【期間①】定住自立圏に取り組み始める以前（H17.10.1-H21.9.30） 

・【期間②】定住自立圏に取り組んだ後（H21.10.1-H25.9.30） 

３. 人口の社会動態 

比較結果 備 考 圏域数 

ⅰ）圏域人口の社会増 期間②において社会増 ２ 

ⅱ）圏域人口の社会減が減少 期間①の社会減 ＞ 期間②の社会減 １７ 

ⅲ）圏域人口の社会減が横ばい 期間①の社会減 ≒ 期間②の社会減 １ 

ⅳ）その他 ・一時的な外国人の大幅な流出により、 
 期間②において社会減 
（ただし、日本人のみの社会動態については 
 期間②において社会増となっており、ⅰ)に  
 該当すると分類できる。） 

１ 

※ 

（※転入・転出に伴う人口動態） 
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旭川市 

札幌市 

函館市 

青森市 
八戸市 

鹿児島市 

大分市 

宮崎市 

長崎市 

久留米市 
福岡市 

熊本市 

佐世保市 

佐賀市 

下関市 

岡山市 

呉市 

高知市 
高松市 松山市 

徳島市 

和歌山市 

津市 

倉敷市 

鳥取市 

姫路市 
富山市 
金沢市 

長野市 

福井市 

豊田市 
四日市市 

静岡市 

浜松市 

富士市 
沼津市 

松本市 

甲府市 つくば市 

水戸市 
宇都宮市 

長岡市 
高崎市 

那覇市 

いわき市 郡山市 

福島市 

仙台市 

盛岡市 

秋田市 

山形市 

太田市 
伊勢崎市 
前橋市 

新潟市 上越市 

広島市 
松江市 

北九州市 
岐阜市 

福山市 

① 圏域全体の経済成長のけん引 

 産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等 

② 高次の都市機能の集積・強化 

 高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等 

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

 地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等 

（参考）連携中枢都市圏の取組の推進 

 連携中枢都市圏の意義とは 

 連携中枢都市圏に何が求められているのか 

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、 
   人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成 

 

 連携中枢都市圏をいかに実現するか 
 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な 

     連携を可能とする「連携協約」の制度を導入 

     （平成26年11月１日施行） 

 平成26年度・平成27年度は、連携中枢都市圏の形成 

   を推進するため、国費により支援（21事業） 

 平成28年度の政府予算案にも１．３億円を計上し、引 

   き続き連携中枢都市圏の形成を促進 

 平成27年度から 地方交付税措置を講じて全国展開 

   を図る 

連携中枢 
都市宣言 

連携協約
の締結 

都市圏ビジョン 
の策定 

は、三大都市圏 

は、都市圏を形成している団体（４団体）  

は、平成27年度促進事業実施団体（１２団体） 

は、平成26年度モデル事業実施団体のうち、 
まだ都市圏を形成していない団体（５団体） 

 連携中枢都市圏形成のための手続き 
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（参考）連携中枢都市圏の取組の推進（２） 

27 

○ 連携中枢都市圏の要件 
  地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核市と、当該市と社会的、 
  経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏 
※ ただし、上記の都市圏を原則除く都市圏であって、隣接する２つの市（各市が昼夜間人口比率１以上かつ人口10万人程度以上の市）の人口の合計

が20万人を超え、かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏にある場合において、これらの市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成す

る都市圏についても、①の都市圏と同等の取組が見込まれる場合においてこれを含むものとする（いわゆる複眼型連携中枢都市圏）。 

【連携中枢都市宣言済み市（H28.1.22現在）】（宣言順） 
姫路市、倉敷市、福山市、宮崎市、盛岡市、金沢市、下関市、 
高松市、北九州市、久留米市、熊本市、大分市 

【播磨圏域 
           連携中枢都市圏】 
連携中枢都市：姫路市 
         （53.6万人） 
関係市町村： 
 相生市、加古川市、高砂市、 
 加西市、宍粟市、たつの市、 
 稲美町、播磨町、市川町、 
 福崎町、神河町、太子町、 
 上郡町、佐用町 
圏域人口：127.6万人 
圏域面積：2674㎢ 
圏域形成日： 
      平成27年４月５日 

【高梁川流域 
           連携中枢都市圏】 
連携中枢都市：倉敷市 
         （47.6万人） 
関係市町村： 
 笠岡市、井原市、総社市、 
 高梁市、新見市、浅口市、 
 早島町、里庄町、矢掛町 
 
 
圏域人口：78.3万人 
圏域面積：2463㎢ 
圏域形成日： 
      平成27年３月27日 

【備後圏域 
           連携中枢都市圏】 
連携中枢都市：福山市 
         （46.1万人） 
関係市町村： 
 笠岡市、井原市、三原市、 
 尾道市、府中市、世羅町、 
 神石高原町 
 
 
圏域人口：87.6万人 
圏域面積：2509㎢ 
圏域形成日： 
      平成27年３月25日 

【みやざき共創都市圏】 
 
連携中枢都市：宮崎市 
         （40.1万人） 
関係市町村： 
 国富町、綾町 
 
 
 
 
圏域人口：42.9万人 
圏域面積：871㎢ 
圏域形成日： 
      平成27年５月12日 
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